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ベトナムにおける農業センサスの実施とその評価 
―日本との比較にみる問題点― 

 
高橋 塁 

 
Ⅰ はじめに 
 
 発展途上国における産業統計の中でも、農業統計は極めて重要なものと位置づけられる

であろう。なぜならば、多くの途上国では、農業が基幹的産業となっており、また経済発

展における農業の重要性は明らかであるから1、そうした農業発展にかかわる情報を提供し

うる農業統計およびそれを提供しうる農業統計制度・組織の発展というものが非常に重要

となるのである。 
 中でも農業センサスの実施は、その国の農業統計制度の発展を見るうえで、注目される

べき事象の一つであるといえよう。すなわち農業統計の発展初期は、例えば日本の「物産

表」や「農産表」のように農産物の生産量から情報が集められることが多いものの2、経済

発展に伴い食糧の生産や分配などに関する政策が重視されるようになると、農業生産の背

後にある農業経営に関心が集まり、農業部門の生産要素に関する統計情報が求められるよ

うになる。その基本情報や標本調査で用いられる抽出枠（frame）を提供するのが農業セン

サス（Agricultural Census）なのである3。 
 農業センサスは、後述するように 1840 年にアメリカが第 6 回人口センサスの付帯調査と

して、農業に関する調査を行ったことを皮切りに、その後 1850 年代頃からベルギーやフラ

ンスなどヨーロッパ諸国でも行われるようになり、現在は国連食糧農業機関（FAO ; Food 
and Agriculture Organization of the United Nations）が農業統計の国際比較を目的として、「世

界農業センサス（World Agricultural Census）というかたちにより世界各国の農業センサス

実施を主導している。 
 しかし、実際に農業センサスを行うことはそう簡単なことではない。すなわち、センサ

ス（Census）という言葉からもわかるように4、その調査方式が個票（schedule）を用いて

                                                  
1 経済発展における農業の貢献は、食糧や工業部門への労働力の供給のみならず、工業製品に対する国内

市場の提供、農産物輸出による外貨獲得、税制や金融市場を通ずる貯蓄・資金の移転など多岐にわたる（速

水佑次郎［1995, 83］）。 
2 生産統計が確立する前には、関税徴収の目的などもあり貿易（通関）統計が整備される場合が多い。貿

易統計は農産物の生産額を貿易額（輸出額、輸入額）から推計することを可能にするから、生産統計がな

い場合は貴重な情報となる。 
3 ただし、日本の「農会農事統計」のように表式調査（ある一定の報票様式に従って、特定の調査員が受

け持ち範囲についての知識や推計の結果を一括記入し、それを報告するという調査方式）による農業経営

調査もみられる。しかし表式調査では調査員が従う調査方法は明確に定められておらず、信頼性が乏しい

という欠陥があることから、統計制度としては農業センサスの方が望ましい。 
4 「センサス」は歴史的に人口センサスのことを指し、決められた時点において、ある国（国家）内のす

べての個人を調査するものである。したがって農業センサスはある時点における特定の国の農業に関する

リスト（inventory）をつくるものとされているが、1）時点については調査期間（time reference）、2）全数

調査であることに対しては、部分的に標本調査をももちいることを可能にするなど（後述するようにサン

プル・センサスなどという言葉も存在する）その概念が拡がる傾向にある（Idaikkadar［1979, 84］） 。た

だし 2）の点については、農業センサスは原則、全数調査であることにかわらないので、本稿では農業セ

ンサスを全数調査ととらえ分析する。 
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行われる「全数（悉皆）調査」であるところに問題がある。そもそも物理的に大規模な全

数調査は、清川雪彦［1995］でも指摘されているように、1）調査準備の費用が膨大に嵩み、

集計作業にも時間がかかるなどの問題が多くなるほか、2）調査員の質や文盲率の問題等か

ら非標本誤差（Non sampling error）が標本調査と比べ、著しく高くなることが知られてい

る。さらに 3）農業センサスは「農業」に関する極めて専門的な調査であるから、調査計

画の策定や調査員自身に高い農業の専門性が要求され、同じ全数調査である人口センサス

と比べても、非標本誤差は大きくなる傾向があるといえる。 
 ゆえに農業センサスの成否は、理論上標本誤差は存在しないこともあり、いかに非標本

誤差を減らし得るかというところにつきる。ただ、非標本誤差は通常観察されることがな

いため、それを把握することは難しい。したがって農業センサス実施の背景にあって非標

本誤差を左右すると思われる制度・組織を評価・吟味することが一つの接近方法として有

効であろう。また非標本誤差が極めて大きくなるような制度・組織の場合は、調査実施に

かかる費用が大きくなり5（広義の調査費用 ; 調査員や調査票の質、回答者の協力などに

依存する）、調査実施そのものに問題をおこす場合が多い。したがって、本稿では農業セン

サスという統計調査実施自体に問題を含んだ事例をあげて分析を行っている。 
 以上の観点をもとに、我々はベトナムの農業センサスの評価を行うことを試みる。すな

わち、発展途上国であるベトナムでは歴史上、南ベトナム時代の 1960/61 年に世界農業セ

ンサスの一環として、農業センサスが行われたが、このときは結局主要な項目の調査がサ

ンプル・センサス（Sample Census）とよばれる大規模標本調査にとってかわられ6、農業セ

ンサスの実施という点では失敗に帰した。しかし南北統一後、ドイモイ（đổi mới : 刷新）

による改革路線に転じてから行われた 1994 年の農業農村センサス（Tổng Điều tra Nông thôn, 
Nông nghiệp và Thủy sản）ではFAOからの援助を受けていないにもかかわらず、大きな問題

も無く調査を遂行することができたのである。したがって本稿では、なぜ 1960/61 年に農

業センサスが失敗に帰し、1994 年には問題なく遂行できたのかという課題を検討したいと

考える。 
 その際、日本の事例をとりあげ検討することは、比較という視点からベトナムの農業セ

ンサスを評価するうえでも有益であろう。ゆえに本稿では 1930 年第 1 回世界農業センサス

の一環で行われた日本の農業センサスの事例をも取り上げ考察を行う。すなわち、この調

査は当初、農業センサスとして企画されたものの、結果的に 1929 年（昭和 4 年）耕地調査

（一種の農地センサス）として、耕地だけの調査に完結してしまったからである。なぜ耕

                                                  
5 ここでの広義の調査費用とは、組織的に調査を計画遂行する際に必要となる有形無形の費用である。例

えば、調査員が調査の趣旨を理解し協力的であるならば、調査員の任命、訓練などは容易に行うことがで

きるであろう。また現状に即した調査票の作成や計画、調査対象の調査に対する理解・協力は回答を得る

ことを容易にするであろう。これは広義の調査費用が低いことを意味する。換言すれば経済学でいう取引

費用（transaction cost）に類似した考え方といえる。Zarkovich［1966, 6-9］には非標本誤差は 1）不十分な

調査準備によりおこるもの、2）調査中におこるもの、3）データの集計・製表段階でおこるものの 3 段階

に分けられるとしている。しかし、Zarkovich も指摘するように 1）と 2）はつながっている場合も往々に

してあり、また非標本誤差を少なくするには 1）を改善すること以外、あまり方法はないと考えられる。

したがって調査準備の良し悪しを左右する制度や組織に注目することが重要となるのである。また、非標

本誤差を少なくする条件を備えた制度や組織の場合は、広義の調査費用も少なくなることを考えれば、非

標本誤差は広義の調査費用としてとらえることも可能であろう。 
6 サンプル・センサスとは、全国的な調査で極めて標本抽出率が高いもの（1/10 抽出など）を指す言葉の

ようであるが、センサスといいながら実態は「標本調査」であることに留意が必要である。 

 2



地調査だけが行われることになったのかという問題については、従来から調査予算不足な

ど日本国内の問題のみに視点が注がれた議論が多かったが7、本稿では当時の世界農業セン

サスという制度枠組み自体に存在する問題を提示し、昭和 4 年耕地調査の再評価を行った

うえで、ベトナムの農業センサスを評価する一つの視点を提供したいと考える。 
 なお、本稿で主に用いる資料として、日本の昭和 4 年耕地調査については東京統計協会

発行の雑誌『統計集誌』や、各種新聞、また 1930 年世界農業センサスという視点から、FAO
の前身である万国農事協会（International Institute of Agriculture）が出版した 1930 年世界農

業センサスの報告書が用いられるであろう。ベトナムの 1960/61 年農業センサスについて

はベトナム側で出版された報告書のほか、FAO の 1960 年世界農業センサスに関する報告

書等が利用される。1994 年のベトナムにおける農業センサスについては調査員マニュアル

といった貴重な資料が用いられるであろう。 
 以下、第Ⅱ節では、日本の昭和 4 年耕地調査について 1930 年世界農業センサスとの関連

から本稿独自の評価を試みる。第Ⅲ節では日本の事例との比較検討から、なぜベトナムに

おいて 1960/61 年の農業センサスが不本意な結果となり、1994 年の農業センサスが成功裏

に進展したのかを考察し、非標本誤差および広義の調査費用という観点からベトナムの農

業センサスに対して評価を与える。 
 
 
Ⅱ 1930 年第 1 回世界農業センサスと日本の耕地調査 
 
A. 農業センサスの成立過程 
 日本における農業センサスの実施事例に触れる前に、まず農業センサスという統計がい

かにして発展してきたのか概観しておきたい。農業センサスという統計調査がいつ頃から

行われたのかについては定かな記録はないものの、管見の限り 1840 年のアメリカにおける

第 6 回人口センサスの付帯農業調査にその嚆矢を認めることができる。その後 1846 年にベ

ルギー、1850 年代にはフランス、1860 年代にはカナダに農業センサスの萌芽が見られた。

ここまでの言及において気付くように、農業センサスはアメリカやヨーロッパで生まれ発

展してきた統計調査であることがわかる。 
 その後、今日のように世界農業センサスのような形で実施されるようになっていくので

あるが、その具体的な流れの源は 1870 年にオランダのハーグ（Hague）にて行われた第 7
回万国統計公会（International Statistical Congress）にまで遡ることができる8。そこでは当

時様々な国で利用可能であった統計情報を国際的に比較可能な様式で提供することが試み

られた。この会議において統計情報の「国際比較」という考え方が具体化されたといえよ

う。 

                                                  
7 例えば原政司［1980, 154-162］では、政府の財政的理由のため耕地調査のみ行われたとしており、その

ことがふれられた節には「農業センサスの挫折」と名づけている。このことから、原は昭和 4 年耕地調査

に対して、否定的な評価を与えていたことがうかがえよう。 
8 これについてはFAO［1969, 1］を参照。なお万国統計公会は第 1 回が 1853 年ベルギーのブリュッセル

にて行われたが、このときに農業統計の「国際比較」に関する考え方の萌芽が認められる。以後、ここで

の決議をもとにして、「国際比較」を具体化すべく第 2 回パリ（1855 年）、第 4 回ロンドン（1860 年）そ

して第 7 回ハーグの会議において議論されていったのである。詳しくは下条康麿［1928］を参照。 
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 それに従うようなかたちで、1905 年のはじめからローマの万国農事協会は各国政府に農

業センサスを行うように勧告したものの、統一的な調査基準がなく、結局失敗に終った。

続いて 1920 年に行われた万国農事協会総会の第 1 部会において、畜産の国際標準分類が提

案され、確かな基準に基づく国際的な統計制度改善のために、それらは適用されたのであ

る。数年後、国際連盟（League of Nations）と国際統計協会（International Statistical Institute ; 
1885 年設立）により任命された専門家委員会の農業部会において、土地面積と畜産のセン

サスは同年に、統一された分類基準で行われることが勧告された。こうした勧告は 1923
年ブリュッセル（Brusels）にて行われた国際統計協会第 15 回総会において決議されるにい

たる9。この国際統計協会第 15 回総会の決議は、1930 年第 1 回世界農業センサスが実現す

るきっかけをつくったといってよく、注目に値するものである。この決議がもととなり、

1924 年 5 月に万国農事協会は第 7 回総会において同協会が準備した農業センサス計画につ

いて各国との調整をはかり、1930/31 年に世界各国が一斉に農業センサスを行うことを決

議したのである。1925 年には農業センサス実施のための特別部署（臨時農業センサス計画

局）が万国農事協会のもとに設置された。 
 臨時農業センサス計画局では、様々な国の統計家との議論により技術的な詳細が練られ

た末、調査票標準フォーマットの初期草稿が作成された。その初期草案は 1926 年 4 月 12
日ローマで開催された統計分科委員会のほか、様々な委員会において議論の後改善され10、

最終的に 1928 年 10 月の万国農事協会第 9 回総会においてこの調査票標準フォーマットは

決議されたのである。その後、各国政府にこの標準調査票は送付され、1930 年の第 1 回世

界農業センサスとして結実することとなった。 
 以上、第 1 回世界農業センサスにいたるまでの概略を述べてきたが、注目すべき点は第

1 に農業センサスは欧米で考案された統計調査であること、第 2 に万国農事協会によって

世界農業センサスは統計情報の国際比較を重視し、調査にあたり各国統一的な標準調査票

を用いたことである。これを踏まえて次項では、日本が第 1 回世界農業センサスにどのよ

うに対応したのかについてふれていく。 
 
B. 1930 年第 1 回世界農業センサスと日本の耕地調査 
 1926 年 4 月の専門家委員会などにおいて改善された調査票標準フォーマットは、世界各

国に送付され、その後、臨時農業センサス計画局の局長エスターブルック（Leon M. 
Esterbrook）も万国農事協会総会が行われる 1928 年までに世界 61 ヵ国を歴訪（日本には

1927 年 8 月）、調査票標準様式の説明や、調査事項、センサスの組織・方法に関する各国

政府との打ち合わせを行っていった。既に 1925 年 6 月 30 日付けで世界農業センサスへの

参加を表明していた日本も、同時期に農業調査（農業センサス）実施のため農林省と内閣

                                                  
9 詳しくは前掲FAO［1969, 1］や下条康麿［1928］を参照。この決議に際して各国における 1）耕地面積、

2）耕地反別の毎年集計、3）農作物の作況、4）作況表章の共通基準の設定、5）農作物の収穫高、6）家

畜、7）調査結果の表章方法、8）資料の正確性等の事項について、希望や意見が求められた。 
10 例えば、この世界農業センサス標準様式は、万国農事協会や国際科学協会の専門委員や総会代表統計専

門委員会などで議論された。なお、世界農業センサス調査票の標準形式にはじまる世界農業センサス実施

に関連した具体的活動については前掲、FAO［1969, 1］や下条康麿［1928］のほか、International Institute of 
Agriculture［1937］も参照されたい。 
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統計局主導のもとで着々と準備を進めることとなる11。すなわち 1928 年 1 月に「農業調査

実施計画起草委員会」の設置、1929 年 4 月に農業調査委員会の設置、そして同年 4 月には

内閣統計局に臨時農業調査課が設立されたのである。そして 1928 年 4 月 14 日に内閣統計

局において地方庁統計主任官会議が開かれ、農産物や家畜に対する生産調査と農具や生産

費に関する経営調査の二種に区別し、生産調査の準備調査として耕地調査を行うことなど

を中心とする調査計画の要綱が付議された12。具体的には以下の通りである。すなわち、

農業調査は 1）耕地調査、2）農業生産調査、3）農業経営調査、4）家畜調査の 4 種につい

て行い、1）は 1929 年 9 月 1 日、2）は作物により 1930 年から 1931 年の間に行われ、3）4）
については 1930 年 10 月 1 日の国勢調査と併施されるということになった。1）の調査事項

は地番、地目および面積、経営主（氏名、住所等）、所有主（氏名、住所等）、2）は米、麦、

大豆、粟、蕎麦、甘藷、馬鈴薯、菜種及び繭などの作付面積、無収穫面積、生産高、3）は

農業経営主氏名、農業種別、農業的副業、農業従事者及び労働、経営土地面積、経営耕地

利用面積、農業用機械、家畜、肥料など、そして 4）は家畜性別、家畜年齢別、種類、用

途などである。また調査対象は 1）～3）については農家および農家に準ずるもの、4）に

ついては家畜を飼養する世帯とされている。 
 以上のように耕地調査からはじまり、家畜調査にまでいたる計画が当初たてられたので

あるが、結局は耕地調査のみ行われ、それで日本最初の農業センサスは完結してしまうの

である。その理由としては 1930 年の国勢調査実施による制約や予算の問題などが指摘され

ているが、我々はこうした否定的な見解のみによって捉えるのは必ずしも妥当ではないと

考える。すなわち 1930 年世界農業センサスという枠組みで日本の昭和 4 年耕地調査を捉え

なおせば、日本において耕地調査だけでも実施されたことは、むしろ肯定的な評価が与え

られるべきと考えるからである。いま第 1 図に、1930 年世界農業センサスが実施された国

および地域が示されている。これによると世界農業センサスが実施された国は、欧米を中

心に、それらの国々と関係の深いアフリカ、オセアニアやラテンアメリカの諸地域がほと

んどであり、アジアにいたっては皆無に近い状態である。何ゆえ、このようにアジアにお

ける農業センサスの実施は少なかったのだろうか。その背景には農業センサスという調査

の考え方が欧米で生まれたこと、欧米中心の国際比較の考え方にあると思われる。それは

1930 年第 1 回世界農業センサスの調査票標準様式等にも現れているといえよう。例えば、

それが端的に現れているのは、農業センサスにおける調査対象である。世界農業センサス

標準様式における調査単位は、それまで欧米各国において採用されてきた「農場（Farm）」

（日本の耕地調査では農家を対象）となっており、プランテーションや大規模営農の多い、

欧米型の農業発展段階が想定されていることは明らかである。この認識は小規模農家の多

い日本を含むアジアの国々に適さないことは一目瞭然であり、農業という地理的に異なる

各国において多様性のある産業を対象とする統計調査としてはあまりに画一的であったと

                                                  
11 日本における農業調査実施過程については、前掲、下条康麿［1928］に依拠する。なお万国農事協会は

1924 年 5 月の第 7 回総会における世界農業センサス実施の決議を世界各国に照会し、日本には 1924 年 10
月 14 日に農業センサス実施に関する照会が万国農事協会からあった。それに対して 1925 年 6 月 30 日付

けで世界農業センサス参加を回答したのである。 
12 詳しくは 1928 年 5 月 6 日付『中外商業新報』「農業調査実施計画の要綱」や 1928 年 3 月 2 日付『大阪

毎日新聞』「前例なき大掛かりな農業国勢調査」、前掲、原政司［1980, 156-159］を参照のこと。 
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いえよう13。 
 そうした意味では 1930 年に国勢調査を控えながらも、世界農業センサス標準様式とは異

なる日本の農業発展段階に適した形の調査を主体的につくりあげ、実施したその適応力を

考えれば、初めての農業センサスで耕地調査のみでも日本が行いえたことは十分評価され

ると思われる。第 1 図のアジアにおいて世界農業センサスを実施できなかった国・地域は、

そのような適応力に不足していたといえよう14。また小作問題などが顕在化していた当時

において、主体性（ownership）のある調査計画策定を進めていくなか、耕地調査がはじめ

に置かれたのは十分首肯されることである15。 
 では、このように日本に適した形の調査を主体的につくりあげていくことができたのは

なぜであろうか。それは、主体性をもって大規模調査を行うために必要な地方末端におけ

る調査への理解の浸透と活発な準備活動、および調査員の質の高さが存在していたからで

あると思われる。例えば、昭和 4年耕地調査における調査員は 1市町村におよそ 10人程度、

農業調査指導員は、1 道府県におよそ 5 人が置かれたが、彼らは内閣に命じられる質の高

い名誉職で、業務に理解を示し、忠実に実地踏査を行った16。その質の高さを支えるため

に、第 1 表にもあるごとく、調査員には半月にもわたる訓練が課されたのである。また山

形県や奈良県、青森県、福島県、宮城県、栃木県、愛知県、京都府、富山県、静岡県、三

重県などでは、農業調査事務打ち合わせや主任会議など耕地調査に関して理解を深める会

合が活発に開かれ、地方によっては農業調査（耕地調査）の付帯調査と称し、秋田県や山

口県、沖縄県、滋賀県、徳島県、三重県、静岡県、山梨県、和歌山県などのように地方的

調査が行われるところもあった17。その他、耕地調査の宣伝などもあり（第 1 表参照）、1930
年世界農業センサスの枠組みの中、日本が耕地調査としてそれを成功裏に行いえたのは、

まさしくそれを行いえるだけの制度・組織が存在したからといえるのである。 
 
 

                                                  
13 これについては、内館泰三［1930］を参照。他にも、調査範囲等において世界農業センサス標準様式を

そのまま適用する問題点が示唆されている。もちろん標準様式から自国の状況に適する形に修正すること

は認められていたが、特にアジアの植民地などにおいて初めての農業センサス実施のなかでそれを求める

のは、日本の事例を考えても難しかったといえよう。なお後年の世界農業センサスにおいて調査対象は

「Agricultural holding（農業事業体）」とより広い定義に修正されている（Idaikkadar［1979, 89］）。  
14 例えば、世界農業センサスに参加を望みながら、できなかった植民地として以下のようなところがある。

すなわちバハマ、リーワード諸島、ウインドワード諸島、フォークランド諸島、レバンス、英領マラヤ、

サラワク、仏領西アフリカ、ケニア、ナイジェリア、ニアサランド、西太平洋諸島などである（International 
Institute of Agriculture［1937, 2-3］）。 
15 ここでの主体性とは、農業センサスを行う国、自らが、ある目的のもとに調査を計画・実施する主体で

あるという自覚をもち、その国の事情を考慮して調査を行うということである。 
16 原則として農林統計調査員が当てられ青年団幹部や組合長、区長などが多かった。調査員の業務は朝早

く出て 9 月の炎天下に終日実地踏査をするわけであるから容易な仕事ではなかった。それでも調査員は業

務を忠実且つ正確にこなしたのである。調査員業務の実態については今川退三［1929］などを参照。 
17 農業調査事務打ち合わせや主任会議、統計講習会については『統計集誌』地方通信に詳しい。各県の情

報に関する掲載号は以下の通りである。山形県 1929 年 575 号、奈良県 1929 年 577 号、青森県、宮城県、

栃木県、愛知県、京都府、富山県、三重県いずれも 1929 年 576 号、静岡県、福島県 1929 年 578 号。また

付帯調査は内閣の認可をうけて行うことが可能であり、これも『統計集誌』彙報、地方通信に詳しい情報

が掲載されている。ここであげた各県の情報は『統計集誌』の以下の号に掲載されている。静岡県 1929
年 576 号、山梨県、和歌山県 1929 年 577 号、沖縄県、滋賀県、徳島県、三重県 1929 年 578 号、秋田県、

山口県 1929 年 579 号。 
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5月10日 事務取扱規定公布

5月23日 農業調査費追加計上

5月27日より 市町村農業調査主任会議開始

5月31日まで 市町村交付金指令公布

6月11日まで 市町村農業調査主任会議結了

6月30日まで 測量機購入

調査係員徽章作成交渉

調査区設定認可申請書及農業調査員内申書審査

7月1日 農業調査指導員任命、雇員採用

7月5日まで 調査区認可

7月10日まで 調査員辞令書氏名記入

調査員辞令書、調査員徽章及係員徽章公布、農業調査員氏名告示

7月11日より 測量機講習会開催

7月15日より 農業調査員指導訓練会開始

7月31日まで 農業調査用公衆電話新設

宣伝用ポスター配布

8月1日頃 宣伝大会開催

8月5日 農業調査員指導訓練会結了

8月11日より 準備調査状況視察及指導監督

8月20日まで 宣伝用チラシ配布

9月1日より 実地調査状況視察及指導監督

10月1日より 結果表作製状況視察

11月1日 集計員雇入、結果表検査、作製、進達

12月25日まで 農業調査結果表刊行

出所）『統計集誌』第576号, 85-86頁.

     2）表中、「農業調査」とあるのは昭和4年耕地調査のことを指す。

第1表　昭和4年耕地調査における主な業務内容（栃木県）

注 1）ここでは実際に行われた業務内容ではなく、調査計画段階での業務内容である。

Ⅲ ベトナムにおける農業統計の発展と農業センサスの実施 
 
A. 1960/61 年南ベトナム農業センサスはなぜ失敗したのか？ 
 ベトナムにおける農業センサスの実施は、日本と比べて歴史も浅く、また回数も少ない。

第 2 表からもわかるように、管見の限りにおいて歴史上ベトナムで農業センサスが行われ

たのは、ベトナム共和国（Việt Nam Cộng Hòa ; 南ベトナム）時代の 1960/61 年農業センサ

ス、そして 1994 年と 2001 年に行われた農業農村センサスである。ここではそのうち南ベ

トナム時代の 1960/61 年農業センサスを取り上げる。 
 1960/61 年に行われた農業センサスは、先の万国農事協会の後身であるFAO主導の 1960
年世界農業センサスの一環として行われた。その実施においては、したがってFAOの影響

のほか、統計制度の強化を勧告していたアメリカ視察団（United States Operations Mission : 
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1867 直轄植民地コーチシナ確立

1887

1901 第1回人口センサス（南部）の実施

1914 第1次世界大戦勃発

1916 統計報告に関する通達

1920

1922 インドシナ経済局附属総統計部設立

1925
農業事業調査局（Inspection
Générale de l'Agriculture, de
l'Elevage et des Forêts）

1927 インドシナ経済局総統計部活動停止

1928

1929
インドシナ鉱工業調査局附
属総統計部（Inspection
Générale des Mines et de

世界恐慌、以後ブロック経済化進む

1931 仏印水稲局設立
仏印水稲局（L'Office
Indochinois du Riz）注3）

1932

1933

インドシナ経済行政局附属総
統計部（Direction des Affaires
Economique et
Administratives, Service de la
Statistque Générale）

1937

インドシナ経済局附属統計
部（Direction des Affaires
Economiques Service de la
Statistque）

1954 ジュネーブ停戦協定、南北分離

ベトナム共和国
（南ベトナム）

ベトナム民主共和国
（北ベトナム）

ベトナム共和国
（南ベトナム）

ベトナム民主共和国
（北ベトナム）

ベトナム共和国
（南ベトナム）

ベトナム民主共和国
（北ベトナム）

1956 統計に関する大統領令公布

国家計画委員会中央統計局
（ Cục Thống kê Trung
ương）設立

国家計画委員会中央統計局
（ Cục Thống kê Trung
ương）

1957 農務省農業経済統計部設立

農務省農業経済統計部
（Dept. of Rural Affairs
Agricultural Economics and
Statistical Service）注 4）

1960 農業センサスの実施

国家計画委員会から中央統
計局独立、統計総局（Tổng
Cục Thống kê）となる

統計総局（Tổng Cục Thống kê 人口センサス実施できず
（1958年、1959年予備調査）

人口センサスの実施（3月）

1961 農業センサスの実施（プラ
ンテーション対象）

1962 農務省農業経済統計部再編
成　注4）

1975

1979 南北統一後第1回人口センサスの実施

1988 10号政治局決議により家計を農業の経営単位とする

1989 第2回人口センサスの実施

1990 新表式体系決定（統計総局）

1993 新土地法の制定、土地の譲渡売買が可能に

1994 南北統一後第1回農業農村センサス実施

1995

1996 表式体系改訂（統計総局）

1999 第3回人口センサスの実施

2001 第2回農業農村センサス実施

2003 統計法公布

注 1）1862年にコーチシナ東部3省をフランスは領有し、1864年に内務局は設立された。

     4）仏印水稲局は南北分離後南ベトナムの農業省水稲育成部となった。なおほかにも農務省の多くの部門や経済省統計研究所（Dept of National Economiy, National Institute of
Statistics）なども農業統計の作成に関わった。

     5） 農業農村開発省も坪刈等により稲の産出予想を行うが、統計に関する業務は専ら統計総局に任されている。

     2）1901年～1919年までは資料不足のため、どの機関が農業統計作成を担当していたかは明確ではないが、この時期も各地の報表による業務統計の作成が主だったと思われる。な

お1901年に農商務局、1914年に農商務調査院を農業統計担当機関としてあげているのは、1914年に初めての本格的統計書を発表するブルニエが所属していたためである。

農業農村開発省（ Bộ Nông Nghiệp và Phát Triển Nông
Thôn）設立　注5）

出所）コーチシナ時代：Cochinchine, Comité Agricole et Industriel de la Cochinchine（ed.）［1878］、仏領インドシナ時代：　Indochine Française, Gouvernement Général de l'Indochine
［1900, 1910,1920, 1930, 1940］、Chevalier, A.［1918］、Giacometti, J.D.［2001］、南北分離時代United Nations, ILO and FAO［1959］、Republic of Vietnam, Dept of Rural Affairs
Agricultural Economics and Statistics Service［1964］、現ベトナム：農林統計協会［1998］などを参考に筆者作成。

   3）この時期も農業事業調査局は存在するが、当局の重要人物であるドゥ＝ヴィズムが仏印水稲局に移り、また稲の産出量の推定を主にこの機関が担うようになったため、ここで
は農業事業調査局にかえて仏印水稲局をあげた。

統計総局(Tổng Cục Thống Kê）

ベトナム社会主義共和国

ベトナム戦争終了、南北統一

経済局総統計部、インドシナ鉱工業局附属総統計部となる

農務官イヴ・アンリ（Yves Henry）主導により農業事業
調査局設立

鉱工業局附属総統計部、インドシナ経済行政局附属総統計
部となる

経済行政局附属総統計部、インドシナ経済局附属統計部と
なる

直轄植民地コーチシナ、保護国アンナン、カンボジア、
保護領トンキンをあわせ仏領インドシナ発足（93年ラオ
ス併合）

農商務調査院（Inspection-Conseil des Services Agricoles et
Commerciaux）

海上貿易・植民地化・労働統制・経済変動局 第2課
（Direction du Mouvement Economique et Service du
Controle Général du Travail et de la Colonisation Marine
Marchande）

第2表　ベトナム農業統計制度確立の歩み

イヴ・アンリにより本格的な農村調査の記録である
Economie agricole de l'Indochine出版

農業事業調査局の活動としてイヴ・アンリ、モーリス・
ドゥ＝ヴィズム（Maurice de Visme）により行われた農

村調査の記録であるDocuments de demographie et
riziculture en Indochineが出版

内務局第3課（Direction de L'Intérieur  3e buerau: 1864年設

立）注1）

主な出来事

準備に5年かけてブルニエ（Brenier, H.）のEssai d'atlas
statistique de l'Indochine fran ç aise発表

インドシナ経済局附属総統計部（Direction des Affaires
Economiques Service de la Statistque Générale）

農業統計関連事項 主な農業統計担当機関

コーチシナ（フランス直轄植民地）

仏領インドシナ（トンキン・アンナン・コーチシナ）

報告による業務統計作成（Journal Officielなどの官報、行政
報告書）

農商務局（Direction de l'Agriculture et du Commerce）注

2）



USOM）の影響が働いていた18。 
 ゆえに 1960/61 年農業センサスの計画策定および実施の際には、国家統計局（National 
Institute of Statistics）の代表や農業省農業統計経済課（Agricultural Economics and Statistics 
Service of the Department of Agriculture ; 第2図参照）の代表などに加え、USOMの代表やFAO
の専門家が加わる準備委員会が設立されたのである。このように海外からの援助の下、1958
年 4 月 27 日公式記録 No 686-TTP / TTK /1 において大統領の認可を得、南ベトナムで農業

センサスの実行に向けて計画が策定されていった19。だがこの 1960/61 年南ベトナム農業セ

ンサスは、結局失敗と評されても仕方ない結果となったのである。すなわちベトナムの状

況を鑑みて調査は 1）作物畜産農家調査（Crops, livestock and poultry survey）、2）プランテ

ーション調査（Tea, rubber, and coffee plantations survey）、3）ダラット等高原蔬菜栽培調査

（Vegetable farms survey at Darat city and Tuyen-Duc province）の 3 段階に分けて行われたが、

全数調査が可能だったのは 2）および 3）のみで、最も重要な 1）については標本調査が用

いられたのである。ゆえに全数調査ができなかったという意味で、センサスとは呼べず、

明らかにセンサスの失敗といえる。なぜこのような結果となってしまったのだろうか？

我々は主体性をもって調査計画を策定しうる制度・組織が存在し得なかったことに問題が

あったと思われる。すなわち先の日本の事例のように世界農業センサスの枠組みの中での

調査であるから、南ベトナム農業発展段階に適するように適切にFAOが提供する調査票の

標準調査様式を修正、適応化することが必要であった。だがFAOの農業センサス指導員が

実際に南ベトナムに滞在しえたのは僅か 9 週間程度であり（第 3 表参照）、十分な農業セン

サスに対する助言ができたとは必ずしもいえず、加えてベトナムでは初めての農業センサ

スであることから、必然的にUSOMの影響力が調査に反映していたと考えられる。したが

って主体的に、南ベトナムの農業発展段階に適した調査計画が策定されえたとは考えにく

いのである20。さらには、それと関連するが、もっと大きな要因として主体性を発揮して

調査を実行しうるだけの地方の協力が十分得られなかったことがあったと思われる。それ

は全数調査より非標本誤差も少なく、調査も容易な標本調査を行った結果に十分示されて

いる。すなわち、1960 年 10 月～11 月に行われた作物畜産農家調査では21、標本は国家統

計局が提供した自然村（hamlet）リストから抽出され、抽出村ごとに 40 戸の家計が調査さ

れたが、メコンデルタを中心とする南部地域においては、標本調査であっても調査対象村

の 80 パーセントのみ調査可能で、実際にデータが作成可能であったのはそれよりも低い

77 パーセントの村だけであったことがわかる（第 4 表参照）。この原因としては、Republic 

                                                  
18 既に 1956 年の国際連合視察団による調査でも南ベトナムにおける農業統計の重要性は指摘されていた

が（United Nations, ILO and FAO［1959］）、1958 年から 1960 年にかけてUSOMの金融および技術支援が入

るとともに南ベトナムにおける農業統計作成の動きが強まっていった。1960/61 年の農業センサスもその

流れの中にあったといえよう。 
19 1960/61 年の農業センサス実施の経過等についてはRepublic of Vietnam, Dept of Rural Affairs Agricultural 
Economics and Statistics Service［1964］の序文およびIntroductionに依拠している。 
20 実際、Republic of Vietnam, Dept of Rural Affairs Agricultural Economics and Statistics Service［1964］の序文

に予算の問題のほか（統計）技術者の不足により、標本調査を採用したとある。だが第 4 表からもわかる

ように比較的調査しやすい村のみが調査されたといえ、得られたデータにはバイアスがある可能性も否め

ない。 
21 この他、全数調査が行われたプランテーション調査およびダラット等高原蔬菜栽培調査については、前

者が 1961 年 4 月、後者は 1961 年 11 月に行われた。 
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国 訪問回数 滞在週数

アフガニスタン 4 7

ブルネイ

北ボルネオ

サラワク

ビルマ 6 5.5

カンボジア 10 13

セイロン 5 8

台湾 8 10

香港 3 1.5

インド 2 2

インドネシア 9 22

イラン 6 13

韓国 10 23

ラオス 1 2

マラヤ連邦 7 20

ネパール 9 16

パキスタン 4 8

フィリピン 8 22

南ベトナム 3 9

出所）FAO［1969, 15］.

4 11

注）上記の国のうち、アフガニスタン、ビル
マ、カンボジア、ラオスは世界農業センサスに
参加しなかった。

第3表　農業センサス指導員の国別訪問数

　　      　（1959年4月～1961年12月）

 
of Vietnam, Dept of Rural Affaires［1964, 17-19］の中でふれられているように、共産主義者

など、アメリカ側の影響力が強い調査に抵抗する勢力があったことが大きいと思われる。

すなわち調査員は各標本村から初等教育を受けた者 1 人が 7 日間トレーニングを受けた上

で調査員として雇われたが22、調査員の中には共産主義者から妨害されたり、調査票が燃

やされたりした場合があったという。事実、第 3 図において南ベトナム南部のうち抽出村

が全て調査された省は、南ベトナム政府の勢力が強いサイゴン周辺の省やAn Giang省周辺

の省が多いことがわかる23。つまり各地方において調査に非協力的なところも多いことか

ら標本調査にならざるをえず、まして主体的に全数調査を行うことなどできなかったこと

がわかるのである。 
 

                                                  
22 また統計に関する基礎的な訓練を受けた中央の統計専門員は、40 人が調査指導員として各省に派遣さ

れ、農業省農業統計経済課の管理の下業務に従事した。なおプランテーション調査には 56 人、ダラット

等高原蔬菜栽培調査には 89 人が調査員として雇用された。 
23 Sansom［1970, 56］によればAn Giang省などではベトナム独立同盟（ベトミン ; Việt Minh）の統制力が

働かず小作制度も修正されなかったとある。 
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b. 1994 年農業センサス：主体的全数調査の確立 
 1960/61 年に南ベトナムにて行われた農業センサスの後、次に農業センサスがベトナム

の歴史上で行われるのは、南北が統一されベトナム社会主義共和国（Cộng Hòa Xá Hội Chủ 

                                                 

Nghĩa Việt Nam）となった後、1994 年のことである。この時期は土地利用権の交換・譲渡・

賃貸借・相続・担保化を認めた土地法制定（1993 年 7 月）など、ドイモイの名の下に経済

改革が進んでおり、1994 年農業・農村センサスは次期 5 ヵ年計画（1996～2000 年）を目前

にして社会経済発展戦略をたてるための農業や農村の実情および潜在能力把握に基礎場報

を提供すべく行われた。すなわちFAOの援助をうけることなく24、1993 年 11 月 19 日には

農業・農村センサス実施に関する首相決定 568 号（568/TTg）により調査日時（1994 年第 3
四半期初め）や内容が定められると、続く 12 月 18 日には首相決定 568 号

 

第4表　標本調査における調査実施村数

省 1. 全村数 1.抽出村数 2.調査実施村数 3.データ作成村数
4.　調査実施率

（2/1）
5.　データ作成率

（3/1）
An Xuyên 286 87 35 21 0.40 0.24
Kiến Hòa 879 95 54 27 0.57 0.28
Kien Giang 327 100 71 71 0.71 0.71
Kiến Tường 186 22 16 16 0.73 0.73
Ba Xuyên 680 100 89 82 0.89 0.82
Đinh Tường 963 95 86 84 0.91 0.88
Vĩnh Binh 703 77 70 42 0.91 0.55
Gia Định 491 56 52 52 0.93 0.93
Kiến Phong 195 28 27 27 0.96 0.96
Tây Ninh 371 28 27 26 0.96 0.93
An Giang 504 100 100 99 1.00 0.99
Biên Hòa 274 34 34 34 1.00 1.00
Bình Dương 225 37 37 34 1.00 0.92
Long An 836 83 83 76 1.00 0.92
Long Khánh 101 20 20 19 1.00 0.95
Phong Dinh 414 95 95 90 1.00 0.95
Phước Tuy 284 18 18 18 1.00 1.00
Vĩnh Long 480 80 80 77 1.00 0.96
南部地域合計 8199 1155 994 895 0.86 0.77
Quảng Nam 1140 95 70 70 0.74 0.74
Khánh Hòa 366 24 23 22 0.96 0.92
Bình Định 681 97 97 97 1.00 1.00
Bình Thuận 196 24 24 24 1.00 1.00
Ninh Thuận 121 16 16 16 1.00 1.00
Phú Yên 566 46 46 46 1.00 1.00
Quảng Ngãi 750 79 79 79 1.00 1.00
Quảng Trị 518 37 37 37 1.00 1.00
Thừa Thiên 477 48 48 48 1.00 1.00
中央低地合計 4815 466 440 439 0.94 0.94

出所）Republic of Vietnam, Dept of Rural Affairs Agricultural Economics and Statistics Service［1964］Appendix1を元に筆者作成。

注  1）全村数とは国家統計局から提供されたリストに掲載された村の数を示す。

     2） 調査実施村数は抽出村数のうち実際に調査された村の数を示す。

     3）データ作成村数とは調査がされ、調査票も実際に集計されてデータが得られた村の数を示す。

24 農林統計協会［1998, 61］にあるグエン シン クック（Nguyễn Sinh Cúc）統計総局農林水産部長（当

時）の発言による。 
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第 3 図 調査実施村数の地域差 

出所）第 4 表を元に筆者作成。 

注）図中の黒塗部分は、第 4 表における調査実施率が 1.0（すべての抽出村が調査される）と な

っている省である。 

をもとに統計総局（Tổng cục thống kê）決定 141 号（141-TCTK/QD）がだされ、農業農村

センサス専門指導委員会（Tổ chuyên viên chỉ đạo Tổng điều tra nông thôn và nông nghiệp năm 
1994）が設立されたのである（第 5 表）。 
 また調査内容は農村家計の基本情報（家族数や労働者数、耕地面積など ; 付表参照）の
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第5表　農業農村センサス専門指導委員会

氏名

1 Nguyễn Sinh Cúc

2 Hòang Đạo

3 Lê Duy Lương

4 Nguyễn Hòa Bình

5 Phùng Chí Hiền 統計総局農林水産部専門員

6 Ngô Dõan Gác 統計総局農林水産部専門員

7 Hòang Văn Giang 統計総局農林水産部専門員

8 Lương Phan Lâm 統計総局農林水産部専門員

9 Bùi Thị Tòan 統計総局農林水産部専門員

10 Đinh Dõan Ty 統計総局農林水産部専門員

11 Trần Ngọc Hùng 統計総局農林水産部専門員

12 Trần Tửu 統計総局総局長書記室副室長

13 Vũ Kim Sưởng 統計総局事務局長

14 Dương Danh Tôn 統計総局財務室長

15 Trần Văn Nhi 統計総局統計計算センター教授

16 Tạ Thị Chung 統計総局計算事務局

17 Nguyễn Xuân Thảo 国家計画委員会農林局長

18 Nguyễn Thị Mão 国家計画委員会農林局専門員

19 Nguyễn Văn Tiêm 農業・農産加工省局長

20 Chi Thị Hảo 農業・農産加工省専門員

21 Văn Ngọc Hữu 財務省専門員

22 Hùynh Lý 林業省専門員

23 Nguyễn Thị Yên 水産省専門員

24 Bạch Gia Tế 耕地管理局専門員

出所）Việt Nam, Tổng Cục Thống Kê［1994, 6-8］.
注）役職は1993年12月時点のものである。

統計総局農林水産部専門員

役職

統計総局農林水産部部長

統計総局農林水産部副部長

統計総局農林水産部副部長

ほか、行政村（Xã）のインフラ、農村家計の収入と支出、農村経済構造（産出額など）で

あり、ベトナムの農業や農村の実情および潜在能力把握に基礎場報を提供するという目的

にかなった内容となっている。 
 調査員に関する情報はあまり多くはないが、Việt Nam, Tổng Cục Thống Kê［1994］によ

れば、行政村内で雇用され、平野部の 1 行政村約 1000 家計あたり 3 人から 4 人の調査員、

山岳部の 1 行政村約 500 家計あたり 2～3 人の調査員が 1 ヵ月で必要とされた。 
 また調査員は普通中学を卒業した学生、夏季休業中の教員、退職した村幹部、行政村長、

合作社長などがあてられ、農業農村センサス実施に向けて、他記式調査のための訓練をう

け25（第 6 表参照）、1994 年 7 月 1 日の調査日に備えるとされた。 

                                                  
25 調査員の訓練に必要とされた日数は以下の通りである。すなわち中央管理員 5 日、各省・直轄都市（Thành 
phố）の調査指導員 4 日、県（Huyện）の指導員および行政村の調査員 4 日さらにパイロット調査に 1 日と

なっていた。また訓練内容は調査計画、調査票、質問方法、記録法、検査法、速報（集計）に関するもの

となっていた（Việt Nam, Tổng Cục Thống Kê［1994, 18-19］）。 
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時期

1994年4月初め

5月

6月

7月

7月下旬

8月

9月

10月 / 11月

1995年1月

7月頃

出所）Việt Nam, Tổng Cục Thống Kê［1994, 23-24］.

中央直轄市および省の専門員長と指導員長およ
び副員長に対し調査計画と趣旨を徹底するため
の会議を開く

北部、中部、南部の中央直轄市および省レベル
の中枢幹部に対し、3会場で訓練を行う

中央直轄市と省は県および市（thị xã）の調査員
と指導員幹部に訓練を行う

調査の目的や内容、その効果などを民衆に宣伝
する

調査票様式と経費を各地域に渡す

全53省および中央直轄市において農業農村セン
サス実施

調査終息へ

自然村・行政村にて調査票検査

注）ここでとりあげられたのは実際に行われた業務内容ではなく、
調査計画段階での業務内容である。

第6表　1994年農業農村センサスにおける主な業務内容

計算センターにてコード化、家計データの入
力、行政村の調査票を処理

主要結果速報

調査結果報告

業務内容

主要指標の速報

自然村ごとの家計名簿作成

各行政単位で検査官を組織する

計算センターに調査票を渡す

 

 以上のことを考えあわせたとき、調査員の不足などいくつか問題はあるものの26、一応 
1994 年農業農村センサスの実施は十分評価に値すると思われる。なぜならば、南北統一後、

初めての農業センサスであったにもかかわらず、FAOの援助などは一切受けずに、ベトナ

ムの農業発展段階が適格に想定された調査に必要となる独自の農業農村センサス専門指導

委員会設立や調査票の作成が可能であったこと、加えて調査員に行政村長や合作社長など

をあてることにより調査に対する地方の協力や理解も得やすかったと考えられること27、

                                                  
26 他に問題点としてあげられるのは農家（Hộ Nông nghiệp）などに対する定義のあいまいさである。例え

ば、農家の定義は収入の大半あるいは全部を農業から得ているか、家計構成員が労働の大半あるいは全部

を農業に投入している家計というようになっており、明確な数的基準が示されていないのである（Việt 
Nam, Tổng Cục Thống Kê［1994, 62-63］）。 
27 行政村の役割としては、農業農村センサスに関するスローガンや拡声器などによる宣伝、あるいは行政
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があるからである。つまり 1994 年農業農村センサスは、自国の問題としてベトナム国民が

意識する主体性がとりいれられた調査であったといえるのである。 
 
 
Ⅳ 結論と若干の含意 
 
 以上、我々はベトナムにおいて歴史上 3 回行われた農業センサスに一定の評価を与える

ため、日本における初めての農業センサスの試みであった昭和 4 年耕地調査の事例をとり

あげながら比較検討してきた。いまここではその内容の要点についてふれ、そこからいく

つか重要な点を取り上げたいと思う。 
 まず日本の昭和 4 年耕地調査は、万国農事協会の 1930 年第 1 回世界農業センサスの枠組

みの中で行われたが、世界農業センサスの標準的な枠組みはあまりに欧米的な思想を反映

しており、そのままでは日本のようなアジア諸国で農業センサスを行うことは難しかった。

ゆえに日本は世界農業センサスの標準的な枠組みをそのまま適用するのではなく、自国の

農業発展段階や当時の農村問題などを適格に判断して調査計画を策定し、その結果、日本

独自の耕地調査として結実させたのである。そうした主体性をもった調査を可能にしたの

は、地方末端までの調査にたいする理解と協力を得たからだといえよう。 
 ベトナムの場合、1960/61 年、南ベトナム時代に行われた農業センサスは、日本の耕地

調査の場合と全く対照的であったといえる。すなわち、1960 年世界農業センサスのもと、

ベトナム史上では初めての農業センサスであったこともあり、USOM 等の影響が強く現れ

たことが考えられるため、自国の農業発展段階に十分即した調査計画を策定しえたとは考

えにくい。またそれに関連して、メコンデルタに勢力を拡大しつつあった南ベトナム解放

民族戦線（Mật trận Dân tộc Giải phóng miền Nam ; 通称ベトコン）などの共産勢力が、そう

した主体性の欠けた調査に抵抗したことなどにみられるように、調査への十分な理解と協

力を地方において得ることができなかったこともあった。したがって重要な項目の調査に

おいて、センサスではなく標本調査となり、しかもその標本調査でさえ決して満足のいく

結果とはいえなかったのである。しかし南北統一後、初めての農業センサスとなる 1994
年の調査は、世界農業センサスの枠組みではなく、自国の開発目標と農業発展段階に即し

たものであり、そのような主体性をもつ調査に対して、地方末端においても行政村や合作

社などが、調査員の提供や末端での指導・宣伝にあたることで調査に対する協力と理解を

得、一応、調査としては評価に値するといえるものになったのである。以上のことをまと

めれば、農業センサスの実施にはその国の農業発展段階と調査の目的を適格に反映した自

主性をもつ調査計画と、それに対する地方末端までの協力と理解が重要であるといえるの

である。 
 これは、先にふれた非標本誤差と広義の調査費用の観点から捉えると以下のようになろ

う。すなわち、非標本誤差があまりに大きくなるような制度や組織では、広義の調査費用

も膨大なものとなり、調査そのものの実施に危惧が生じる。日本の場合は、1930 年第 1 回

世界農業センサスの枠組みが日本に適用するには不向きであり、そのまま適用してしまえ

                                                                                                                                                  
村幹部からの説明集会などのほか、行政村内にある自然村（thôn ; 南部ではấp）名簿作成があった。 
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ばあまりに高い非標本誤差を伴い、広義の調査費用も膨大となるため、調査可能領域から

外れてしまう。したがって日本に適した調査に修正、適応化することで、広義の調査費用

を減少させ、全数調査としての調査可能領域内に抑えたといえるのである 1960/61 年の南

ベトナムにおける農業センサスは、主体性のある調査計画になっておらず、また地方にお

ける調査への協力・理解も不十分であったため、広義の調査費用も膨大なものとなり、当

初予定していた全数調査は主要項目において行うことができなかった。ゆえに標本調査を

採用することで、広義の調査費用を減らし、辛うじて調査可能領域内に抑えることとなっ

たのである。だが標本調査を採用したとはいうものの、それは決して成功とよべるもので

はなかった。南北統一後 1994 年の農業センサスは当初から自国の農業発展段階や開発目標

を想定した主体性のある調査計画がたてられた。また調査に対する地方の協力や理解も得

られたと考えられ、広義の調査費用は調査可能領域内に初めから抑えられた全数調査であ

ったといえよう。 
 農業センサスのような全数調査は、標本調査をおこなうための抽出枠を提供するなど、

その国の統計制度の基幹となりうる重要なものである。農業のような地理的多様性のある

産業を扱う全数調査の場合、自国にあった調査計画をたて、それが地方末端からの理解・

協力を得て初めて可能になると思われる。本稿でとりあげた事例のうち 2 つには FAO（あ

るいは万国農事協会）主導による世界農業センサスの枠組みが関与していた。  
 現在の農業センサスは、FAO 主導の世界農業センサスの枠組みで行われているから、本

稿でもとりあげたように、統計の国際比較を重視すれば、調査実施国の実情を汲むことが

難しくなり、調査実施国の主体性を重視し、当該国の実情を重視すれば、統計の国際比較

が難しくなるというディレンマが多かれ少なかれ存在しているといえよう。したがって、

統計の「国際比較」の意義を十分検討し、このディレンマをいかにして解決していくかが、

現在そして今後の農業センサスの大きな課題となっているように思われるのである。 
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